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　本稿は、これまで企業統治のあり方として展開されてきたエージェンシー理論では焦点
を当てていない、企業統治における心理的、社会的側面からのアプローチであるスチュワ
ードシップ理論を James H. Davis, F. David Schoorman, Lex Donaldson（1997）の論文の紹
介を通じて行い、2つの理論の比較を通じて企業統治に関するより有効かつ適切なあり方
について考察することを目的にしている。
1.　はじめに
　経営トップに関する最近の考察は、二者択一型の人間モデルの影響を受けてきた。エー
ジェンシー理論（例えば、Eisenhardt（1989））などのような経済学的アプローチに基づくガ
バナンスは、一定のホモ・エコノミクスの形態をとる傾向にあり、従属者（subordi-
nates）を個人的、機会主義的、および利己的な存在として表している。一方でスチュワ
ードシップ理論のような社会学的、心理学的アプローチに基づくガバナンスは、従属者を
集団主義的かつ組織主義的（pro-organizational）で、信頼できる存在として表している。
本稿では、従属者の心理学的特性と組織の状況的特性に基づいたモデルを提案することに
より、これら 2つの理論間にある差異について照合を試みる。
　組織理論（organization theory）および営業方針（business policy）は、エージェンシー
理論に強い影響を受けてきた。エージェンシー理論とは、エージェントとプリンシパルが
ともに効用最大化行為者（utility maximizers）（Jensen & Meckling（1976））である場合におい
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て、近代的大企業における経営トップを、株主たるプリンシパルの利害と異なる利害を持
ったエージェントとして表したものである。エージェンシー理論によれば、利害の相違
（interest divergence）によりプリンシパル側に生じる損失は、エージェントに対して統制
体制（control structure）を設けることで抑制することができるという。エージェンシー
理論は、ほとんどのガバナンスに関する研究や処方にとって、基礎となる最も優れたパラ
ダイムであるようにみえるが、心理学や社会学の研究者らは、エージェンシー理論の論理
的限界を示唆している（Hirsch, Michaels, & Friedman（1987）, Perrow（1986））。とりわけ、プリ
ンシパル─エージェント間の利害関係の相違をもたらすエージェンシー理論の個人主義的
効用動機付け（individualistic utility motivations）に関する仮定は、すべてのマネジャーら
に適用できるというわけではない。それゆえに、エージェンシー理論だけに依拠するとい
うのは、組織内生活の持つ複雑性が無視されてしまうことから望ましいことではない。従
って、その他の非経済的な仮定に基づいて関係性を説明するためには、追加の理論が必要
になる（Doucouliagos（1994））。
　エージェンシー理論ではマネジャー─プリンシパル間の利害関係の相違を取り上げてい
るが、追加の理論において、利害を整合化（align）させる要素があるのであれば、それ
を説明する必要がある。その他の行動条件（behavioral premises）に基づいて関係性を定
義する手段としては、スチュワードシップ理論が導入されてきた（Donaldson & Davis
（1989），（1991））。スチュワードシップ理論は、比較的新しいものなので、その理論的寄与
はまだ十分に確立されていない。これまでの研究では、エージェンシー理論とスチュワー
ドシップ理論との比較が行われてきたが、スチュワードシップ理論の心理学的、状況的な
基礎付けを考察するまでには至っていない。マネジャー─プリンシパル間の利害関係の合
致（interest convergence）を理解するには、マネジャーや状況について各特性を明確に
理解することが不可欠である。スチュワードシップ理論の基礎となる仮定やメカニズムに
関しては、スチュワードシップ理論の基礎となる仮定が一般論として論じられてきてはい
るが、今のところ、スチュワードシップ理論を定義しようと試みた研究はいない。必要な
のは、エージェンシー理論との対立ではなく、関連しあう適合点を見出す研究である。
　本稿では、これまでのスチュワードシップ理論に対して、3つの寄与をなしている。第
一にスチュワードシップ理論より、その用語、語義、および一連の分析について、はるか
に具体的な説明を提示している点である。第二に、スチュワードを組織主義的行動へと動
機付ける心理学的、状況的メカニズムを考察している点である。そして最後に、これまで
の研究者らがいうようにエージェンシー理論が誤りであり、スチュワードシップ理論より
劣っていると仮定していない点である。スチュワードシップ型とエージェンシー型との関
係についても、それぞれが必要とされる諸条件を説明することによって、その差異の照合
を図っている。本稿では、主として上層レベルのマネジャーらに焦点を当てることにす
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る。まず、エージェンシー理論の起源、基礎となる仮定および理論的限界について簡単な
説明から始め、その後にスチュワードシップ理論について、その用語、範囲、仮定および
限界と併せて述べる。本稿では、マネジャー─プリンシパル間の利害関係の整合化を説明
するための心理学的、状況的要因について述べ、また、エージェンシー理論およびスチュ
ワードシップ理論の枠組みを通じてマネジャーの個人的特性と状況との相互作用について
も述べる。そして、その枠組みを通して、エージェンシー型およびスチュワードシップ型
の理論的限界と今後の研究への道筋を提示する。
2.　エージェンシー理論
　エージェンシー理論は、1960年代から 1970年初期にかけて、経済学の専門家らによる
個人間や集団間におけるリスク分担についての研究を起源とする。そこからリスク分担の
問題は、協調し合う当事者がリスクに対して異なる態度をとる場合に生じるとされてき
た。そしてエージェンシー理論は、リスク分担研究を拡大させ、協調し合う当事者らが異
なる目標と異なる分業を持つ場合に生じるエージェンシー的問題までを含めたのである
（Jensen & Meckling（1976））。表 1にエージェンシー理論の概観を示す。
　エージェンシー理論は、実証主義型とプリンシパル─エージェント型（Jensen（1983））と
いう 2つの流派に即して発展してきた。実証的エージェンシー理論は主に Jensen & 
Meckling（1976）, Fama（1980）などによって展開されてきたものであり、株主、債権者と
経営者との間のエージェンシー問題を非数理的に実態的に分析する研究である。プリンシ
パル─エージェント型は、主に Ross（1973），Holmstrom（1979），Mirrlees（1976）などによ
って展開された流れであり、経営者と従業員との間のエージェンシー問題を数理的に分析
する研究である。
　エージェンシー理論を最初に財務分野に応用したのは Jensen & Meckling（1976）であ
る。伝統的に経営財務論では、企業にとって最適な資金の調達方法、つまり負債と自己資
本の最適な資本構成比が存在しているとされ、それが経営財務上の通説になっていた。こ
れに対しModigliani & Miller（1958），（1963）によって展開された理論によると、完全競争
市場状況では企業にとって最適資本構成は存在しないということ、また、法人税が課せら
れている状況では負債比率が高いほど企業の資本調達は効果的になるといった帰結が導か
れ、ここに伝統的な経営財務論者との間に激しい議論が展開されたが、こうした論争的状
況でエージェンシー理論に基づいて再び最適資本構成が存在することを説明したのが、
Jensen & Meckling（1976）であった。
　エージェンシー理論の実証主義派において共通になっているアプローチは、株主と経営
陣との利害関係が相違する方針や行動を特定するとともに、情報システムや成果重視型の
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インセンティブによりエージェンシー的問題が解決されることを実証しようというもので
ある。一方、プリンシパル─エージェント派は、直接的にプリンシパル─エージェント間の
契約に焦点を当てている。実証主義派が基礎的事実（エージェンシー的問題は実際に存在
しており、様々な契約の選択肢が利用可能であること）を据える一方で、プリンシパル─
エージェント派は、特定の状況において最も効率的な契約の選択肢を示すのである。
　以下にエージェンシー理論が乗り越えるべき課題を 5点挙げれば、（1）情報システム、
成果の不確実性、リスクに対し焦点を当てる必要性、（2）技術革新などの題材や出来高評
価が困難な職務などについて、理論と関連する背景状況に合わせる必要性、（3）協調的状
況における情報の非対称性に関連する組織行動の題材に対する理論の適用の検討、（4）組
織の複雑性の大部分を無視した既存のエージェンシー理論への複数理論観点の追加、（5）
効率的市場や一元観など、限定的仮定を持つ経済学への過度の依存からの脱却、である。
　様々な課題を抱えながらも、エージェンシー理論の最大の貢献は、当事者らの利害関係
が不整合の状態にある場合において、適切なモニタリングと十分に計画的な報酬制度によ
って、整合化の状態に近づけることができるような関係を説明する際に有用な手段である
ことである。
　次に、スチュワードシップ理論について論じていく。
3.　スチュワードシップ理論
　スチュワードシップ理論は、心理学と社会学に起源を持っており、経営執行者がスチュ
ワードとしてプリンシパルの最善の利益のために行動するように動機付けられるような状
表 1　エージェンシー理論の概観
主な考え方
プリンシパル─エージェント間の関係は、情報やリスク負担コ
ストについて効率的な組織を反映するはずである。
分析単位 プリンシパルとエージェントとの間の契約。
人間に対する仮定 利己的、限定合理的、リスク回避。
組織に対する仮定
参加者間で部分的に目標が相反、効率基準としての効率性、プ
リンシパルとエージェントの間における情報の非対称性。
情報に関する仮定 売買可能な商品としての情報。
契約上の問題 エージェンシー（モラルハザード、逆選択）、リスク分担。
問題領域
プリンシパルとエージェントが部分的に異なる目標やリスク選
好を持つ関係性（例えば、報酬、リーダーシップ、印象操作、
告発、垂直統合、移転価格設定など）。
出所：Eisenhardt （1989）の 59頁、表 1を筆者翻訳。
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況を考察するために設計されたものである（Donaldson & Davis（1989），（1991））。スチュワー
ドシップ理論における人間モデルは、組織主義的、集団主義的な行動が、個人主義的、利
己的行動よりも高い効用を生み出すとして、それに従い行動をとるスチュワードに基づい
たものとなっている。利己的行動か組織主義的かの選択肢があっても、スチュワードの行
動は、自己の組織からの利益から逸脱することはなく、スチュワードが協力的行動に替え
て利己的な行動を取ることはない。従って、スチュワードとプリンシパルの利害関係が整
合していない場合であっても、スチュワードが重視するのは裏切り（defection：ゲーム理
論にみられる用語）ではなく、協力となる。スチュワードは協力的行動の方が、効用が高
いと知覚したうえで、それに従って行動していることから、その行動は合理的であるとみ
なすことができる。
　スチュワードシップ理論によれば、スチュワードは組織の目標（例えば売上増や収益な
ど）を達成しようと努めることから、その行動は集団的であるとされている。そうした行
動が、ひいては目標を促進することになり、外部所有者などのプリンシパルに（配当や株
価に関するプラスの利潤効果という形で）利益を生み出したり、もう一つのプリンシパル
たる経営トップ（managerial superordinates）にも利益を生み出したりするのである。ス
チュワードシップ理論家は、組織の成功とプリンシパルの満足との間には強い関係がある
と仮定している。
　組織の業績を向上させることに成功したスチュワードは、組織の富を増加させることに
よって、大抵の株主らの利害関係にも十分に対応したことになるので、多数の集団を満足
させたことになる、というのが通常である。だからこそ、組織主義的なスチュワードは組
織の業績を最大化し、ひいては競合する株主らの利害関係を満足させるように動機付けら
れるのである。
　スチュワードは個人的欲求と組織の目標との間でのトレードオフを十分に理解したうえ
で、組織的、集団的な目的に取り組むことによって個人的欲求も満足されることになる、
との考えを持っている。組織主義的行動から得られる効用の方が、個人主義的、利己的行
動から得られる効用よりも高いという知覚があるからこそ、スチュワードの機会取得行為
は抑制される。スチュワードの利害関係者や効用に関する動機付けは、個人的目標よりも
組織的目標の方に向けられることになる。
　プリンシパルにとって、スチュワードシップ型の利点を考えた場合、なぜエージェンシ
ー関係よりもスチュワードシップ関係がいつも取られないのであろうか。その答えは、プ
リンシパルが負うことになるリスクにある。所有者と経営執行者との間のガバナンス契約
において、所有者は自己の富にどれほどのリスクを負わせるかを決断しなければならな
い。リスクを敬遠する所有者らは、経営執行者らが利己的であると考える可能性がかなり
高く、エージェンシー型ガバナンスの処方を選考する。エージェンシー型の処方は、経営
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執行者らが機会主義を取るかもしれないリスクに備えて、プリンシパルの効用に保険を掛
けるための必要コストと考えることができる。
4.　エージェンシー理論とスチュワードシップ理論を識別する要因
　エージェンシー理論の仮定がスチュワードシップ理論の仮定と異なっている点はさまざ
まにあり、それらを明らかにすることは両理論を識別するうえで有用である。これらの点
は、大まかに見て、心理学的要因か、状況的要因のいずれかに特徴付けることができる。
本節ではそれらの要因について述べる。
　（1）　心理的要因
　心理的要因の場合、エージェンシー理論とスチュワードシップ理論の基本的な差異は、
本稿で先に述べた「人間モデル」に関しての歴史的な議論まで遡ることができる。
Argyris（1973）は、人間行動に関して単純なものとしての経済人で捕らえる見方に異論を
唱えており、組織理論の説明力と関連性を強化するために、「もっと複雑で人間主義的な
人間モデル」を主張している。Argyrisが提唱した人間モデルは「自己実現的人間（self- 
actualizing man）」であるとされており、McGregor（1960）による早期の研究とMaslow
（1970）による後期の研究にその起源を持っている。Argyrisのいう人間モデルは本質的に
スチュワードシップ理論モデルである。
　本稿では、エージェンシー理論とスチュワードシップ理論の区別に最も関連性のある各
差異に焦点を当てる。そうした差異は両理論で取り上げられている段階的関係の中で、動
機付け（motivation）、一体化（identification）、権力行使（use of power）に関する各仮定
に反映されている。
　（2）　動機付け
　エージェンシー理論の場合、焦点となるのは外的報酬（extrinsic rewards）、つまり測定
可能な「市場」価値を持った、有形で交換可能な商品である。そうした外的報酬は、エー
ジェンシー理論の統制メカニズムに相当する報酬システムにおいて基礎となるものであ
る。逆にスチュワードシップ理論の場合、焦点となるのは内的報酬（intrinsic rewards）
であり、これは定量化が容易ではない。こうした報酬として挙げられるのは、成長や達
成、親和、自己実現といった機会である。スチュワードシップ理論において焦点となるの
はMaslow（1970）の欲求段階説における高順位の欲求、Alderfer（1972）の成長欲求
（growth need）、McClelland（1975）およびMcGregor（1966）の達成要求（achievement 
need）と所属欲求（affiliation need）であろう。
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　エージェンシー型とスチュワードシップ型の仮定間の比較に関して独自の観点を示して
いる他の動機付け理論の一つに、社会的比較理論あるいは公平理論というものがある。公
平理論の一部をなす交換契約（exchange agreement）の基本前提は、人間への経済的視
点の色合いが濃くなるものの、各観点間の区別は、仮定された社会的比較の中で明確にさ
れている。
命題 1：プリンシパル─スチュワード間の関係において、高次の欲求によって動機付
けされた人は、高次の欲求によって動機付けされていない人よりも、スチュワードと
なる可能性が高くなる。
命題 2：プリンシパル─スチュワード間の関係において、内的要因によって動機付け
された人は、外的要因によって動機付けされた人よりも、スチュワードとなる可能性
が高くなる。
　（3）　一体感（identification）
　一体化は、マネジャーらが組織のミッション、ビジョンおよび目標を受容することによ
り、自己をその組織での構成員としての地位の中に定義したときに起こり、それによって
満足関係（satisfying relationship）が生み出される。一体化したマネジャーは、組織に関
する意見を自分に対しての意見としても解釈するようになる。一体化によってマネジャー
らは自らのことのように組織の成功について功績を感じ、組織の失敗についてフラストレ
表 2　エージェンシー理論とスチュワードシップ理論の比較
エージェンシー理論 スチュワードシップ理論
人間モデル 経済人 自己実現的人間
行動 利己的 集団主義的
〈心理学的メカニズム〉
動機付け 低次／経済的欲求 高次の欲求（成長、達成）
社会的比較 他のマネジャーら プリンシパル
同一化 低い価値コミットメント 高い価値コミットメント
勢力 機関的（正当、強制、報酬） 個人的（専門）
〈状況的メカニズム〉
経営理念 統制重視型 関与重視型
リスク態度 統制メカニズム 信頼
時間枠 短期的 長期的
目的 コスト管理 業績強化
文化的差異 個人主義、高い権力格差 集団主義、低い権力格差
出所：Davis, Schoorman, Donaldson （1997）の 37頁、表 1を筆者翻訳。
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ーションを体験することができるようになる。
　組織と一体化したマネジャーらは、組織の成功の原因帰属を自らに求めるようになり、
そのような原因帰属は、当人の自己像および自己概念に寄与する。
　マネジャーらが責任を回避するために、組織の問題を外的要因に求めるようになりかね
ないということについては、複数の研究の中で研究者らによって主張されている。マネジ
ャーが組織の欠点の原因帰属を外的要因に求めた場合、マネジャーはもはや、組織とは一
体化していない。
　組織と一体化したマネジャーは組織の目標に向かって取り組み、組織の問題を解決し、
タスクや任務の満足や完了にとって妨げとなる障壁を克服しようとする（Bass（1960））。
　個人が組織と一体化したとき、その個人は協力的、利他的、自発的で無報酬の市民行動
（citizenship behaviors）を取りやすくなる。
　同一化と緊密に関連する概念として、組織コミットメントがある。Portor, Steers, 
Mowday and Boulian（1974）は、組織コミットメントを、個人による特定組織への一体化
と関与（involvement）の力と定義しており、併せて、今や最も広範に利用されている組
織コミットメントの測定尺度となった、組織コミットメント質問書（organizational 
commitment questionnaire）も展開している。最近の研究において、Mayer & Schoorman
（1992）は、組織コミットメントが、組織に残ろうという気持ちを表す存続的コミットメン
ト（continuance commitment）と、組織の目標への信念とその受容に相当する価値コミッ
トメント（value commitment）からなる多元的構造であるとしている。後者の価値コミッ
トメントの概念の方が、一体化の考えと緊密に関連しており、スチュワードの心理学的プ
ロフィールにおける重要な構成要素となっている。エージェンシー理論の場合、価値コミ
ットメントは経済的効用を持たず、交換契約の要点とはならない。
命題 3：プリンシパル─スチュワード間の関係において、組織との高度の一体化をな
した人は組織と低い程度の一体化をなした人よりもスチュワードとなる可能性が高く
なる。
命題 4：プリンシパル─スチュワード間の関係において、価値コミットメントが高い
人は価値コミットメントが低い人よりもスチュワードとなる可能性が高くなる。
　（4）　権力行使
　権力はプリンシパルとマネジャーとの間の関係において重要な要素となる。マネジャー
らが権力行使から満足を得て、それによって動機付けされるということは、様々な研究者
が述べてきている。プリンシパル─スチュワード間の関係の場合は、個人的権力が影響力
の基礎となる。行使する権力の類型の選択は、個人の持つ個人的特性とその組織の文化が
果たすところである。
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命題 5：プリンシパル─スチュワード間の関係において、他者に影響を及ぼす基礎と
して個人的権力を行使する可能性が高い人は、制度上の権力を行使するよりも、スチ
ュワードとなる可能性が高くなる。
　（5）　経営理念
　Argyris（1973）が提唱した立場は、それより以前にMcGregor（1960）が Y理論の経営を
論述する中で提唱した主張や Likert（1961）のシステム 4の経営と統制重視型（control 
oriented）のシステムとの比較において提唱した主張に類似している。
　これより後になってWalton（1980），（1985）は、いわゆるハイコミットメント型の経営
理念を提唱した。この経営アプローチは、高度の参加型アプローチであり、率直なコミュ
ニケーション（open communication）、労働者への権限委譲、信頼の確立からなるとされ
ている。Lawler（1986），（1992）は、こうした考え方について、統制重視型と関与重視型と
いう各経営理念を対比させることにより、詳細な説明をしている。Lawlerによれば、統
制重視型のアプローチとは、労働における思考、統制部分を実行部分と分離しなければな
らない、との経営理論に基づいたものであるという。一方、関与重視型のアプローチの方
は、自己統制と自己管理に重点を置いており、労働における思考・統制・実行の分離はな
い。関与重視型のアプローチでは、従業員が難題や責任に対峙した場合に、自らの行動に
対する自己統制を築くことになる、という仮定が重要となる。
　これら 2つの経営理念の間には、リスク態度の点で、1つの重要な差異がある。変動し
やすい不安定な環境では、関与重視型アプローチの方が、効果が高くなるが、安定した環
境の中では、統制重視型アプローチが最良である。
　信頼に関する事項は、ハイコミットメント、あるいは関与重視型の経営理念において、
極めて重要な要素となる。信頼というのは、ある関係性において進んで無防備になるこ
と、と定義されている。
　本論の重要な点は、組織の経営理念によってプリンシパルおよびマネジャーらがエージ
ェンシー型かスチュワード型かの関係を選択する状況が生み出されるということである。
統制重視型の経営理念では、エージェンシー理論型の関係の選択を生む可能性が高くな
り、一方で、関与重視型の経営理念の方は、スチュワードシップ型の関係を生む可能性が
高くなる。
命題 6：プリンシパル─スチュワード間の関係において、関与重視型の状況にある人
は、統制重視型の状況にある人よりも、スチュワードとなる可能性が高くなる。
　（6）　文化
　個人主義か集団主義か、エージェンシー型かスチュワードシップ型かの関係の選択に影
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響を及ぼす要素として文化というものがある。
　集団主義者は長期的な関係を好み、ビジネス上の取引のときは事前に「知り合い」にな
ろうと費やす時間と努力が多くなることがしばしばである。個人主義者は短期的志向性が
高く、人的関係とは無関係にビジネスを執り行い、費用便益分析（経済モデル）を用いて
ビジネス取引を評価し、さらには契約を締結することでビジネスのリスクを抑えようとす
る。
命題 7：集団主義的文化にある人は、個人主義的文化にある人よりも、プリンシパル
─スチュワード間の関係を構築する可能性が高くなる。
　（7）　権力格差
　権力格差の大きい文化は、プリンシパル─エージェント間の本質的な格差を支持し、正
当化するものであるから、エージェンシー型の関係の構築を促進するといえる。権力格差
が小さい文化は、その構成員らがプリンシパルとマネジャーとの本質的な平等に重きを置
くので、スチュワードシップ型の関係の構築の方を促進するといえる。このような志向の
場合には、プリンシパルとマネジャー間において、スチュワードシップ理論の不可欠部分
となる関係性の構築が促進される。
命題 8：権力格差が小さい文化にある人は、権力格差が大きい文化にある人よりも、
プリンシパル─スチュワード間の関係を構築する可能性が高くなる。
命題 9：双方向的にスチュワードシップ型の関係が存在している場合には、企業の潜
在的業績は最大化される。
命題 10：双方向にエージェンシー型の関係が存在している場合には、企業の潜在的
コストは最小化される。
命題 11：選択の動機が混在している場合には、スチュワードシップを選択した当事
者は裏切りを受け、エージェンシーを選択した当事者は機会主義的になる。
5.　今後の研究
　本稿の理論では、一時点における（つまり、ある関係性のなかで試行的になされる）エ
ージェンシー型かスチュワードシップ型かの関係の選択について、単純な仮定を採用し
た。
　米国（高度の個人主義、大きい権力格差）の場合、このプロセスは、企業が集団的活動
へと向かうなかで強い抵抗に遭うものと考えられるが、いったんその体制や構造が設けら
れてしまえば、その参加者らは、均等性の高い高度の参加型の環境を築こうとすばやく行
動する。一方で、日本（低度の個人主義、小さい権力格差）の場合には、構成員がチーム
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コンセプトを受容するなかで、そうした変革は円滑に進められていくものと考えられる
が、その時点を過ぎて変革を進めていくと、チームに指示を与える「リーダー」の不在に
よって、強い抵抗に遭う可能性がある。
　今後の研究対象領域として、組織内の信頼、リスク負担行動、スチュワードシップに関
する各理論間の関係がある。
　本稿に示したスチュワードシップ理論は、組織内のリーダーシップに関する現代の考察
に統合することが可能である旨を最後に述べておく。
6.　結論
　本稿では、プリンシパルとエージェント間に生じる利害関係の相反、結果として生じる
機会主義の潜在的問題、および機会主義を留め置くような体制構造（監督やインセンティ
ブなど）についてはエージェンシー理論を用いている。しかしながら、組織内の関係はエ
ージェンシー理論を通じて分析されているよりも複雑なものである可能性がある。エージ
ェンシー理論での提言は、全ての状況に当てはまらない場合があり得る。その代わりとな
る経営的動機付けと行動のモデルが、スチュワードシップ理論であり、これは、心理学
的、社会学的考察より導出される。本稿は、スチュワードシップ理論の用語や論理的寄与
を示すことによって、同理論に対する理解を向上させようとしたものである。
　本稿では、プリンシパル─スチュワード間の関係の前提となるいくつかの心理学的、社
会学的特性を定義することで、従来のスチュワードシップ理論の発展を行った。成長、達
プリンシパルの選択
エージェント スチュワード
????????
??????潜在的コストの最小化
双方向的にエージェンシー型の関係
1
エージェントは機会主義的に行動
プリンシパルはエージェントとなる
プリンシパルは裏切りを受ける
2
??????
3
プリンシパルは機会主義的に行動
マネジャーはフラストレーションを
受ける
マネジャーは裏切りを受ける
4
潜在的業績の最小化
双方向的にスチュワード型の関係
図 1　プリンシパル及びマネジャーの選択モデル
出所： Davis, Schoorman, Donaldson（1997）の 39頁、図 1を筆者翻訳。
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成、自己実現に基づいた欲求を持ち、内的に動機付けられたマネジャーは、個人的目標よ
りも組織的目標を達成することで、より大きな効用を得ることができる。同様に、組織と
の一体化をなして、組織価値への強いコミットメントを持ったマネジャーもまた、組織目
標に応えようとする可能性が高くなる。また、関与型に基づいた経営理念があって、かつ
集団主義に基づいた信頼と文化があるような状況は、プリンシパル─スチュワード間の関
係へとつながるのが普通であると考えられる。
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